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＜論　　説＞






本企業の中でも，「IFRSを採用するのは現在（2019 年 12 月 13 日現在─戸田），大企業を中心に
216 社（適用決定を含む）。全上場企業の 5％程度で，時価総額ベースでは 4割近くに増えた。」
（日本経済新聞 2019.12.13.,朝刊 19 面）。しかしながら，日本の農企業で IFRSを採用した企業は
1社もないため，IFRS採用農企業，正確に言えば，国際会計基準（IAS）第 41 号「農業」適用
企業の実態は，日本ではほとんど知られていない。本論稿では，IFRS採用農企業である
ASTARTAグループの 2012 年度アニュアルレポート（Annual report of the year 2012）（1）を調査
分析することで，国際会計基準（IAS）第 41 号「農業」適用企業による，特に公正価値測定（2）







「ASTARTAは現在（2013 年 3 月），ウクライナの農企業の上位 5社のうちの 1社である。我々は，
ウクライナの砂糖および日用品市場において，主導的な地位を占めてきた。」（ASTARTA2012，3）。
次いで ASTARTAグループの歴史について，アニュアルレポートの 2頁の流れ図に基づき，設
立から 2012 年までの活動を以下で確認する。まず，ASTARTAは，1993 年に設立後，1996 年に
農業ビジネスを開始し，1999 年には最初の砂糖工場を，さらに 2003 年から 2005 年には 4つの
砂糖工場および農業関連資産（agriassets）を取得している。2006 年には，ワルシャワ証券取引








ランダのアムステルダムで行われている。正確には，年次株主総会（2012 年 6 月 14 日），取締役





まず，CEOの Viktor Ivanchyk氏の経歴について，アニュアルレポートの 30 頁に基づき以下
で確認したい。Viktor Ivanchyk氏は 1956 年生まれのウクライナ人で，会社のエグゼクティブ・
ディレクターであり，会社設立以来 CEOである。1993 年の ASTARTA ─キエフの設立前は，キ




1994 年にトゥールーズにあるフランスのビジネススクールを卒業している。そして 2007 年に
は，上級エグゼクティブMBAプログラムを学んだ国際経営専門学校（IMI，キエフ）を卒業し










から 1989 年まで勤務していたこと，さらに，これも Ivanchyk氏と全く同じであるが，2007 年
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に上級エグゼクティブMBAプログラムを学んだ国際経営専門学校（IMI，キエフ）を卒業して
いることである。さらに注目されるのは，Rybin氏が 2005 年に，ウクライナ株式市場発展協会







ンとしての彼の経歴を，次に記す。Bartoszewski氏は，2007 年から 2011 年末までの間，クレ
ディスイス（ルクセンブルク）S.A.のジェネラルマネージャーとしてワルシャワのポーランド支
店で勤務していた。また，1991 年から 1997 年の間，および 2004 年から 2007 年の間，英国のコ
ンサルティングおよびアドバイザリー事務所である Central Europe Trust Co. Ltd.に籍を置いて
いた。さらに，2000 年から 2003 年の間は，INGのマネージングディレクターとしてポーランド











ぞれ表 1，表 2および表 3として示す。なお，本論稿で重点的に取り扱う予定の勘定科目につい
ては，独自に網掛けしている。
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表 1　2012 年 12 月 31 日現在の連結財政状態計算書
（単位：千ユーロ） 脚注 2012 2011
資産
固定資産
有形固定資産 5 221,319 201,715
無形固定資産 6 5,990 8,092
生物資産 7 24,443 20,148
販売可能金融商品 8 1,411 1,060
長期債権 65 1,825
その他の長期資産 3,458 1,826
長期現金預金 11 13,009 16,787
繰延税金資産 27 9 174
269,704 251,627
流動資産
棚卸資産 9 233,882 191,904
生物資産 7 72,493 54,071
売掛金 10 37,211 29,143
その他の未収金および前払金 10 28,555 25,819
当期還付予定税金 39 64
短期現金預金 11 4,327 12,491











非支配株主持分（ジョイントストックカンパニー） 14 257 352
持分合計 343,238 306,81
固定負債
長期借入金 15 154,800 107,593
有限責任会社（LLC）への非支配株主持分 14 8,614 9,656
その他の長期負債 1,983 2,894
繰延税金負債 27 6,489 8,014
171,886 128,157
流動負債
短期借入金 15 71,408 84,055
長期借入金のうち返済期限当期到来分 15 28,105 18,178
買掛金 16,187 9,124
未払税金 109 184
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表 2　2012 年度の連結損益計算書
（単位：千ユーロ） 脚注 2012 2011
収益 17 354,272 303,587
売上原価 18 （264,789） （193,480）
農産物公正価値再測定利得（損失） 19 （6,793） 10,767
売上総利益 82,690 120,874
生物資産公正価値変動額 24 16,503 1,826
その他の営業収益 20 2,366 781
一般管理費 21 （16,142） （10,949）
販売流通費 22 （19,828） （13,258）
その他の営業費用 23 （5,977） （5,918）
営業利益 59,612 93,356
財務費用 25 （24,640） （20,186）
財務収益 25 5,973 2,461
その他の収益 26 1,588 1,783
子会社取得関連利得 4 1,745 12,582
税引前当期純利益 44,278 89,996













































が明示されているので注意が必要であるが，ここではまず，「生物資産の公正価値（fair value of 

























続いて，ASTARTAグループにおける 2012 年 12 月 31 日現在の生物資産について，それぞれ
の構成別に公正価値測定されたものを，次に表 4として示す。
表 4　2012 年 12 月 31 日現在の生物資産の構成別公正価値
（単位：千ユーロ）
2012 2011
単位 金額 単位 金額
固定生物資産




　牛 15,247   18,967 15,650 18,690
　その他の家畜 551 644
19,518 19,334
作物 : ヘクタール ヘクタール




　冬ライ麦 1,935   686 1,448 300
　冬大麦 1,823 600
　冬西洋アブラナ 88 20
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さらに次の表 5は，2011 年度および 2012 年度における，固定および流動生物資産の帳簿価額
の変化を表したものである。なお，重要と思われる項目については，独自に網掛けしている。
表 5　生物資産の帳簿価額の変化
（単位：千ユーロ） 固定家畜 流動家畜 作物 合計
2011 年 1 月 1 日現在 14,926   14,705 24,250 53,881
購入 179   249 － 428
子会社取得による追加 953   1,172 5,212 7,337
家畜および将来の作物への投資 － 7,139 194,864 202,003
物理的変化（physical changes）および市場価格変
動に起因する公正価値変動から生じる利得
2,251  659 9,683 12,593
分類替え（transfer） 1,297 （1,297） － －
販売 （28） （3,820） － （3,848）
収穫（harvest）による減少 －   － （200,330） （200,330）
外貨換算差額 570   527 1,058 2,155
2012 年 1 月 1 日現在 20,148   19,334 34,737 74,219
購入 756   373 － 1,129
子会社取得による追加 153   535 715 1,403
家畜および将来の作物への投資 － 10,205 224,588 234,793
物理的変化（physical changes）および市場価格変
動に起因する公正価値変動から生じる利得（損失） 
2,184   （962） 8,488 9,710
分類替え（transfer） 2,488  （2,488） － －
販売 （675） （6,991） － （7,666）
収穫（harvest）による減少 － － （213,603） （213,603）
外貨換算差額 （611） （488） （1,950） （3,049）





（changes in fair value of biological assets）」と位置づけられ，営業利益を計算するための連結損
益計算書項目となっている（ASTARTA2012，52）。ASTARTAグループの 2012 年度連結損益計
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なお，ASTARTAグループの 2012 年度連結損益計算書において，生物資産公正価値変動額に




固定家畜（non-current livestock） 2,184 2,251






公正価値変動額であり，既に示してきたように 16,503 千ユーロ（約 19 億 8 千万円）にものぼる
ものであった。また，表 6からも明らかなように，生物資産公正価値変動額の中でも最大の内訳
項目だったのが，「作物（crops）」の公正価値変動額であり，15,281 千ユーロ（約 18 億 3 千万
円）にのぼっていた。なお，ASTARTAグループの 2012 年度決算における当期純利益は 45,133










する。「経営陣は，IAS第 41 号（国際会計基準第 41 号「農業」─戸田）により要求されるとお
り，活発な市場において値付けされた価格を参照して，農産物の公正価値を見積る。加えて，収
穫時点での売却必要費用も見積り，これらは公正価値から控除される。売却必要費用を控除した
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なお，表 7に示される棚卸資産に対しては，2012 年度は 106,235 千ユーロの担保が付されてい
る（ASTARTA2012，105）。2012 年度の棚卸資産の合計が 233,882 千ユーロであるので，棚卸資
産全体の約 45％に担保が付されていることになる。なお，将来作物への投資（investments into 

















本節では，「農産物公正価値再測定利得（gain arising from remeasurement of agricultural　
produce to fair value）」を取り上げる。農産物公正価値再測定利得についての基本的な説明は，次
のとおりである。「会計年度中に収穫された農産物にとり，収穫前発生歴史的原価（the historical 











　12 月 31 日 9,874 17,016





































い。」（同）。さらに，「2012 年度，再評価剰余金 37,313 千フリヴニャ（3,494 千ユーロ）（2011 年







得（gain on acquisition of subsidiaries）」を取り扱う。そこでまず，企業結合について，アニュアル
レポートの 82 頁に基づき次に確認する。「2012 年度において，ASTARTAグループは 4つの会社
の買収を完了した。PC “Mir”, LLC “Agricultural company “Pershe travnya” そして LLC “Agricultural 




ここで，ASTARTAグループが 2012 年度中に買収した 4社について，以下の表 10 において示
す。
表 10　 ASTARTA グループが 2012 年度中に買収した 4 社
会社名 会社所在国 会社活動 買収日 買収日所有権比率（％）
PC “Mir” ウクライナ 農業 2012 年 1 月 2 日 99.06％
LLC “Agricultural company “Pershe travnya” ウクライナ 農業 2012 年 1 月 25 日 89.98％
LLC “Agricultural company “Kolos” ウクライナ 農業 2012 年 2 月 1 日 89.98％
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表 11　4 社の買収が ASTARTA グループの資産および負債の公正価値へ及ぼす影響額
（単位：千ユーロ） 取得時に認識された公正価値
Mir Pershe travnya Kolos Investpromgaz 合計
固定資産
　有形固定資産 281 137 － － 418
　固定生物資産 153 － － － 153
　無形固定資産 37 33 23 － 93
流動資産
　棚卸資産 175 157 149 948 1,429
　流動生物資産 809 302 139 － 1,250
　売掛金 － － － － －
　その他の未収および前払 13 81 70 191 355
固定負債
　その他の長期負債 － （341） （191） － （532）
流動負債
　短期借入金 － － － （1,137） （1,137）
　買掛金 － （9） （1） － （10）
　その他の負債および未払 （25） （19） （155） － （199）
識別可能な純資産 1,443 341 34 2 1,820
非支配株主持分 （14） （3） － － （17）
取得された純資産 1,429 338 34 2 1,803
買収支払額を超えて取得された純資産 1,395 324 24 2 1,745
買収支払額 （34） （14） （10） － （58）
純キャッシュ・フロー （34） （14） （10） － （58）
　（注）表中の網掛けは筆者が独自に行ったものである。
　（出所）ASTARTA 2012，84.
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ろで，子会社取得関連利得を算出するためには，企業を買収後，取得した純資産を公正価値へと
再評価する処理を行うことになるが，この処理が特に効果的となるのは，被買収企業が取得原価





する子会社取得関連利得が 2012 年度は 1,745 千ユーロ（約 2億 1千万円），2011 年度にいたって
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（ASTARTA2012，77）。
ここで，2012 年度および 2011 年度における ASTARTAグループの「その他の営業収益（other 






















た。まず，農産物の公正価値評価増である「農産物公正価値再測定利得（gain arising from 
remeasurement of agricultural produce to fair value）」は，売上総利益の一部を構成していた。次
いで，生物資産の公正価値評価増（減）である「生物資産公正価値変動額（changes in fair value 
of biological assets）」は，会社の本業の利益を示すといわれる営業利益の一部を構成していた。
さらに，企業結合の結果獲得された非貨幣資産の公正価値が子会社化に対しての支払額を超えた
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公正価値変動額であり，16,503 千ユーロ（約 19 億 8 千万円）にものぼるものだった。中でも最
大だったのが，作物の公正価値変動額であり，15,281 千ユーロ（18 億 3 千万円）であった。な




















ルレポート）に収められており，現在，神奈川大学横浜キャンパス 1号館 7階 709 室の戸田龍介研究室に
保管されている。当該 CDは，付記にある科学研究費補助金（基盤研究（C），課題番号 17K04077）によ
り購入されたものである。なお，当該 CDには，ASTARTAグループを含め世界の農林水産関係企業 9グ








のである。」（辻山編 2015，Ⅲ─Ⅳ）。なお，国際会計基準（IAS）第 41 号における公正価値測定が投げか
ける問題点については，戸田（2018）を参照されたい。
（3）　2020 年現在では，その事情はかなり変わってきているようだが，少なくとも 2012 年当時は，次のよ
うな節税環境がオランダには存したようである。「かねてオランダには，『節税拠点』のイメージがつきま










ンダ民法典 article 402 of the Title 9, Book 2 に準拠して作成されている。後者の規定は，ASTARTAの要約
損益計算書を表示するために示される免除規程（exemption）を適用した規定である。」（ASTARTA2012，
59）。つまり，オランダの法律に準拠して，IFRSから離脱することも一部可能だと解釈し得るのである。
（5）　ASTARTAグループの親会社 Astarta Holding N.V.の資本金については，次を参照のこと。「Astarta 
Holding N.V.は，額面 0.01EURの普通株式を一種類有している。すべての株式に同等の投票権が与えら
れている。授権株式数は，2012 年 12 月 31 日現在，30,000 千株（2011 年も 30,000 千株）であり，発行さ
れ満額の払込を受けた株式数は，25,000 千株（2011 年も 25,000 千株）であった。」（ASTARTA2012，
105）。なお，2012 年 12 月 31 日現在の同社の株主持分比率は，CEOの Ivanchyk V.P.氏が 36.99％，
Korotkov V.M.氏が 25.99％，その他の株主が残りの 37.02％であった（同）。







び一株当り利益（EPS）について，2012 年度決算において次頁の表 13 のような影響をもたらすことが予
想されている。





いインパクトを調査中である。当該基準は，2013 年 1 月 1 日に始まるかそれ以降の年度の会計期間にお
いて有効となる。」（ASTARTA2012，80）。




牛乳価格の 10％上昇 6,071 0.24
牛乳価格の 10％下落 （6,071） （0.24）
牛肉価格の 10％上昇 973 0.04
牛肉価格の 10％下落 （973） （0.04）
作物価格の 10％上昇 3,474 0.14
作物価格の 10％下落 （3,474） （0.14）
年間消費者物価指数の 5％上昇 336 0.01




（8）　本論稿におけるユーロから円への換算については，すべて 1ユーロ＝ 120 円として行っている。





対する請求権（rights of claim on future cash proceeds from sale contracts）」に対して担保が設定されてい
ることである。また，「株主である Ivanchyk V.P.氏および Korotkov V.M.氏は，Astarta Holding N.V.の発
行済株式の 5.3％ずつを担保に付している（2011 年度：4.6％）。」（ASTARTA2012，112）。
（11）　有形固定資産に対する公正価値による再評価については，次の「有形固定資産（property, plant and 
equipment）」についての訳も参照のこと。「2009 年 12 月 31 日､ ASTARTAグループの建物，機械装置お
よび設備の独立評価（independent valuation）が，国際評価基準（International Valuation Standards）に準
拠して，独立鑑定人によって実施された。機械装置および設備はマーケットアプローチが用いられ，


















2012 年 1 月 1 日現在のコスト 13,416 526 327 14,269
追加購入 － － 42 42
子会社取得による追加 93 － － 93
外貨換算調整額 （329） （13） （9） （351）
2012 年 12 月 31 日現在 13,180 513 360 14,053
2012 年 1 月 1 日現在の減価償却累計額 5,986 － 191 6,177
減価償却費 2,064 － 22 2,086
外貨換算調整額 （195） － （5） （200）
2012 年 12 月 31 日現在 7,855 － 208 8,063






（13）　2011 年度において，ASTARTAグループは 21 社もの買収を行っていた。その結果生じた子会社取得
関連利得は，実に 12,582 千ユーロ（約 15 億 1 千万円）にものぼるものであった（ASTARTA2012，89）。
（14）　補助金だけでなく，FATと呼ばれる「固定農業税（Fixed Agricultural Tax）」も，所有またはリース
対象の土地を基本として決定される。その事情は次のとおりである。「ウクライナの法律である『固定農




































ASTARTA（2012），Annual report of the year 2012（PDF）
IFRS財団編，企業会計基準委員会・公益財団法人財務会計基準機構監訳（2012）『IFRS基準』中央経済社。
辻山栄子編（2015）『IFRSの会計思考　過去・現在そして未来への展望』中央経済社。




社，第 70 巻第 2号（2月号），4─5 頁。
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